
【最高裁上告不受理】暴利行為を認定し不動産売買の無効を認め
た東京高裁２０１８年３月１５日判決が確定
２０１８年３月に、下記ページに掲載いたしました東京高裁２０１８年３月１５日判決（暴利行為を認定し、不動産買受人の明渡請求した
判決）については、相手方が上告しておりましたが、
最高裁判所第三小法廷は、平成３０年１１月２７日、上告不受理決定をし、東京高裁判決が維持され、勝訴判決が確定しました。

▶東京高裁２０１８年３月１５日判決について
（弁護士　谷川生子、月岡　朗、猪股　正）

首都圏建設アスベスト東京高裁判決・平成３０年３月１４日

１、判決の内容
⑴　平成30年3月14日、東京高等裁判所第10民事部（大段享裁判長）は、首都圏建設アスベスト（東京）訴訟（原告354名）にお
いて、国の責任を認め、原告のうち327名に対し総額22億8147万6351円の支払いを命じる原告勝訴の判決を言い渡しました。

首都圏建設アスベスト訴訟とは、建築作業に従事した結果、石綿（＝アスベスト）関連疾患に罹患した建設作業従事者が、アスベストの危
険性を認識していながら、アスベストの使用を規制せず、積極的に使用させ続けた国と、アスベストが含まれた危険な石綿含有建材を製造
し続けたメーカー４２社に対し、一患者当たり３８５０万円（弁護士費用含む）の損害賠償を求めている訴訟です。

全国の裁判所で同種訴訟が提起されています。本件の首都圏建設アスベスト訴訟が最初に東京地方裁判所に提起されたのは平成20年5
月16日であり、今回の控訴審判決は、第1審の東京地方裁判所判決を経て、提訴から約10年が経過して判断されたものです。

この控訴審の判決によって救済された原告数、認容総額は、第1審の東京地方裁判所の判決に比較して、ともに２倍以上に増えました。

⑵　判決は、従来の最高裁判決等において示された、労働者の生命・健康の確保を目的とする労働関係法令に基づく規制権限は「適時にか
つ適切に」行使されなければならないとの判断基準に基づき、国が規制権限の行使を怠ったことは著しく不合理であり、国賠法１条１項の
適用上違法であると判示しました。

この判決は第1審の東京地方裁判所の判決よりも違法時期を６年早めることにより被災者の救済範囲を広げています。
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さらに判決は、一人親方等に対する国の国家賠償責任をはじめて認めました。

一人親方とは、建設業などで会社に雇用されず、労働者も雇用せずに、自分自身で事業を行う事業主のことをいいますが、これまでの東京
地方裁判所を含む同種事件の一連の判決は、一人親方については、国が責任を負う根拠となる法令の対象外であるとして救済しませんでし
た。

しかし、本判決は、同じ現場で同じように働いていた労働者と一人親方等を区別せず、一人親方のみならず、自ら建築作業に従事する中小
事業主をも救済しており、極めて画期的な判決と高く評価できるものです。

⑶　一方、判決は、建材メーカーらの共同不法行為を認めませんでした。

建材メーカーらは、長年にわたってアスベストの危険を警告する表示すらせず石綿建材の製造・販売を続けてきたのであり、その結果原告
ら建築作業従事者に甚大な被害を与えてきたことは明らかです。

この判断は、建材メーカーらの加害行為の重大性を看過したものであり、損害の公平な分担という共同不法行為の趣旨を無視した極めて不
当な判断です。

２、被害救済制度の創設にむけて
⑴　本判決により、同種訴訟において、国は８連敗したことになり、国の責任は不動のものとなりました。

国が無用な争いを続けることはもはや許されることではありません。原告の７割が死亡している現状を踏まえ、国は、速やかに原告らに謝
罪するとともに、本件の早期全面解決に踏み出すべきです。

アスベスト関連疾患による労災認定者数は毎年1000名を超え、建設業が過半数を占めています。そして、石綿関連疾患に罹患した被害
者が、生きているうちに救済されるためには、国と無用な裁判をしている時間などありません。

原告及びすべての建設アスベスト被害者を救済するためには、「建設アスベスト被害者補償基金」を創設するほかなく、そのためにも国は
速やかに原告らとの協議のテーブルに着くことを決断すべきです。

そして、建材メーカーらも、早期全面解決の立場に立ち、速やかに基金制度創設に同意するとともに国に積極的に働きかけるべきです。

⑵　国は本判決を不当とし、最高裁判所に上告しました。残念ながら、裁判はまだ続いていきます。

僕も、首都圏建設アスベスト弁護団の一員として、今後も、アスベスト被害者の救済と被害の根絶のため、尽力いたします。

弁護士　竹内　和正
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【判決速報】暴利行為を認定し、不動産買受人の明渡請求を排斥
（東京高裁２０１８年３月１５日判決）
埼玉県内の７０歳の単身男性Ａが、農協へのローンの返済に苦慮し、紹介された地元業者Ｂに農協への返済資金の貸付けを依頼したところ、
その後、男性Ａが所有していた自宅不動産等が、貸付けたＢを介して、他の不動産業者Ｃに転売され（Ａ→Ｂ→Ｃ）、業者Ｃが男性Ａに対
し、不動産の明渡を求めた事件について、東京高等裁判所第８民事部は、２０１８年３月１５日、一審判決を取消し、男性Ａと貸付けたＢ
との間の不動産売買契約は「暴利行為」に当たり無効であり、転売を受けた業者Ｃも所有権を取得しないとし、明渡請求を排斥する判決を
言い渡しました。

第一審のさいたま地裁は、男性Ａ本人が売買契約書等多数の書面に署名捺印しており、実印の使用や印鑑証明書の交付もあることなどを理
由に、ＡＢ間の売買契約を有効とし、買受人Ｃの明渡請求を全部認容しましたが、東京高裁は、これを次の理由で、取り消しました。
「以上によれば、認知症の影響により控訴人Ａの記憶力、コミュニケーション能力、集中力や注意力、論理的思考力と判断力等が相当程度
低下しており、しかも、控訴人Ａにとって生活の本拠であり収入源でもあった本件各不動産が競売等に付されるかもしれないなどの切迫し
た状況下において、このような状況を認識していたＢが、その状況及び控訴人Ａからの全幅の信頼を利用し、これを奇貨として、１億
３０００万円以上もの客観的交換価値を有する本件各不動産をその半分以下の６０００万円で買い受ける旨の本件第１売買契約を締結した
ばかりか、その代金債務を完済する意思など有しておらず、Ｂが負担すべき費用等を本件売買代金に勝手に充当するなどして、実質的に約
４０００万円余りの出捐で本件各不動産の所有権を取得し、さらに、被控訴人Ｃに転売することによって約６０００万円もの莫大な利益を
得た一方、控訴人Ａは、一連の取引により、生活の本拠であり収入源でもあった本件各不動産をすべて失い、手元に生活費等が全く残らな
かったものである。これらを全体としてみたとき、本件第１売買契約は、Ｂが上記のような控訴人Ａの状況等に乗じて莫大な利益を得よう
として行った、経済的取引としての合理性を著しく欠く取引であり、公序良俗に反する暴利行為に当たるといわざるを得ない。」（Ａ、Ｂ、
Ｃは、本記事用に挿入）

高裁判決が指摘するとおり、一連の取引により、Ａは、自宅を含む全財産を喪失し生活に困窮する状況にまで追い込まれた一方、Ｂは莫大
な利益を得ており、判決には現れていませんが背後には反社会的勢力の存在もうかがわれる事件です。正面から「暴利行為」を認定し、破
壊されたＡの生活の回復に道を開き、裁判によって正義を実現した判決であり、負けてはならない事件であるという確信をもってあきらめ
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ずに努力を続けられたことに、Ａの代理人として、感謝し心が打ち震える思いです。

▶　本件は、平成３０年１１月２７日、上告不受理決定（最高裁判所第三小法廷）により、勝訴が確定しました。

（弁護士　谷川生子、月岡　朗、猪股　正）

ＮＨＫ受信契約訴訟の結末－最高裁判所判決・平成２９年１２月
６日
２０１７（平成２９）年１２月６日、最高裁判所は、ＮＨＫ受信契約訴訟で、視聴者に対し、事実上の受信料支払義務を認める判決を下し
ました。

最高裁は、「放送法は、受信料の支払義務を、受信設備を設置することのみによって発生させたり、ＮＨＫから受
信設備設置者への一方的な申込みによって発生させたりするのではな」い、と述べながら、「放送法６４条１項は、
受信設備設置者に対し受信契約の締結を強制する旨を定めた規定であり、ＮＨＫからの受信契約申込みに対し受信
設備設置者が承諾をしない場合には、ＮＨＫがその者に対して承諾の意思表示を命ずる判決を求め、その判決の確
定によって受信契約が成立すると解するのが相当である。」としたのです。

ＮＨＫの受信契約については、「契約の自由」は保障されないということです。

最高裁は、「放送は、憲法２１条が規定する表現の自由の保障の下で、国民の知る権利を実質的に充足し、
健全な民主主義の発達に寄与するものとして、国民に広く普及されるべきものである。」とその重要性を
認めた上で、「放送法が、ＮＨＫにつき、営利を目的として業務を行うこと及び他人の営業に関する広告
の放送をすることを禁止し、事業運営の財源を受信設備設置者から支払われる受信料によって賄うことと
しているのは、特定の個人、団体又は国家機関等から財政面での支配や影響がＮＨＫに及ぶことのないよ

うにし、受信設備を設置することによりＮＨＫの放送を受信することのできる環境にある者に広く公平に負担を求めることによって、ＮＨ
Ｋが上記の者ら全体により支えられる事業体であるべきことを示すものにほかならない。」とＮＨＫの公共放送としての特殊な性質を重視
したといえます。
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他の国にも公共放送はありますが、その運営財源の確保は様々なようです。

例えば、イギリスは比較的日本の受信料制度に似ていますが、アメリカの公共放送は、寄付や起業協賛金、政府や自治体からの交付金で運
営資金をまかなっています。
韓国では、受信料と広告料の２本柱で財源が確保され、受信料はなんと電気料金と合わせて徴収されます、また、公共放送ながら民法同様
にCMが入るチャンネルがあります。

私たちが生活をしていく中で、契約の自由はとても大切なものですが、他方、知る権利も健全な民主主義のためには欠かすことができませ
ん。
ＮＨＫの受信契約については一定の結論が出ましたが、公共放送の運営財源やそのあり方については、今後も国民全体で考えていく必要が
ありそうです。

弁護士　佐渡島　啓

アスベスト被害賠償　国が個別連絡を開始－大阪泉南最高裁判決・
平成２６年１０月９日

１　判決の内容
２０１４（平成２６）年１０月９日、最高裁判所は、大阪泉南地域のアスベスト被害について、国の責
任を認める原告勝訴の判決を言い渡しました。

この事件は、大阪泉南地域のアスベスト（石綿）工場の元労働者の方やそのご家族などが、国に対し、アスベスト（石綿）粉じんを吸い込
んだことによって健康被害を被ったのは、国がしっかりとアスベストを規制しなかったためであるとして、健康被害あるいは死亡による損
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害の賠償を求めた事案です。

この判決は、アスベスト被害について国の責任を認めた初めての最高裁判決です。
最高裁が、経済活動よりも労働者の健康が優先されることを確認し、国の責任を明確に認めた点で極めて大きな意義があります。

２　国の制度創設
この最高裁判決を受けて、当時の厚生労働大臣は、被害者の方と面会し謝罪をした上で、大阪泉南地域
以外のアスベスト被害者に対しても、判決の基準に照らして和解をしていくことを明言しました。

そして、国は、石綿製造工場に勤務し、石綿被害に遭った元労働者の方あるいはそのご遺族に対し、一定の条件を満たした場合に、賠償金
を支払う救済制度を創設しました。

しかし、この制度に基づいて実際に賠償を請求することができたのは、全国でもいまだ少数にとどまっています。
僕が事務局長を務める埼玉アスベスト弁護団でも、20名弱の被害者の方についてしか請求ができていません。

この理由は、救済のハードルが高いからではなく、単純にこの制度の存在が一般に知られていないからです。

これまで、被害者やその遺族、支援団体、そして、埼玉アスベスト弁護団も、国に対し、各被害者に手紙を送って制度の存在を周知するよ
うに求めてきました。

３　平成29年10月の個別周知
そして、ようやく、国は、平成29年10月に、まず第1弾として、救済制度の対象者と思われる方に
対して、個別に手紙を送付しました。
そして、国は、今後も、順次、対象と思われる方に対して、手紙を送付していくことになっています
（なお、すべての対象者に連絡することは困難なことから、手紙が届かなくとも、制度の対象となる方
はいらっしゃいます。）。

手紙が届いた場合はもちろん、手紙が届いていなくとも、「もしかしてアスベスト被害？」と思った場合には、ぜひご相談ください。アス
ベスト被害の賠償は、命、健康に対する賠償であり当然受けるべきものです。

弁護士　竹内　和正
埼玉アスベスト弁護団
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「ネット検索されない権利」が認められるか－最高裁判所平
成29年1月31日決定

自分の犯罪に関する情報がネット検索の結果として表示されることの削除を求めた事案
Aさんは、児童買春をしたとの疑いで、逮捕され、罰金刑に処せられました。Aさんがこの容疑で逮捕された事実
（「本件事実」）は逮捕当日に報道され、その内容がインターネット上のウェブサイトの掲示板に多数回書き込ま
れました。

この裁判で相手方となったBは、大手検索会社であるところ、Aさんの居住する県の名称及びAさんの氏名を条件として検索すると、検索
結果一覧の中にAさんの本件事実が書き込まれたウェブサイトが表示されるようになっていました。

本件は、Aさんが、検索会社Bに対し、本件検索結果の削除を求めた事案です。

個人のプライバシー　VS　検索事業者の表現の自由＋ネット検索の社会的役割

この事案について、最高裁は次のとおり判示し、結論として、本件におけるAさんの主張を
退け、B社が検索結果を削除する必要はないと判断しました。

個人のプライバシーに属する事実をみだりに公表されない利益は、法的保護の対象となると最高裁は認めています（最判昭和５６年４月
１４日など）。
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他方、検索事業者の検索結果の提供は、プログラムにより自動的に行われるものの、このプログラムは検索会社の方針に沿った結果を得る
ことができるように作成されたものですから、検索会社自身による表現行為という側面を有します。
また、検索結果の提供は、現代社会においてインターネット上の情報流通の基盤として大きな役割を果たしています。

このような双方の利益を踏まえると、検索事業者が、ある者のプライバシーに属する事実を含む記事が掲載されたウェブサイトの情報を検
索結果として提供する行為が違法となるか否かは、

事実の性質及び内容1.
ＵＲＬ等情報が提供されることによってその者のプライバシーに属する事実が伝達される範囲とその者が被る具体的被害の程2.
度
その者の社会的地位や影響力3.
記事等の目的や意義4.
記事等が掲載された時の社会的状況とその後の変化5.
記事等において当該事実を記載する必要性6.

など、事実を公表されない法的利益とＵＲＬ等情報を検索結果として提供する理由に関する諸事情を比較衡量して判断すべきもので、その
結果、事実を公表されない法的利益が優越することが明らかな場合には、検索事業者に対し、当該ＵＲＬ等情報を検索結果から削除するこ
とを求めることができる、という判断基準を示しました。

本件の事情のもとでは削除は認められない
 「児童買春をしたとの被疑事実に基づき逮捕されたという本件事実は、他人にみだりに知られたくないAさんの
プライバシーに属する事実であるものではあるが、児童買春が児童に対する性的搾取及び性的虐待と位置付けられ
ており、社会的に強い非難の対象とされ、罰則をもって禁止されていることに照らし、今なお公共の利害に関する
事項であるといえる。
また、本件検索結果はAさんの居住する県の名称及びAさんの氏名を条件とした場合の検索結果の一部であること

などからすると、本件事実が伝達される範囲はある程度限られたものであるといえる。
…本件事実を公表されない法的利益が優越することが明らかであるとはいえない。」

最高裁は、以上のように判示し、検索結果の削除を求めたAさんの主張を退けました。

おわりに
インターネットの普及・発展とともに検索事業者に対して検索結果の削除を求める裁判は増加し、高等裁判所レベルでは、そ
の判断枠組は３つに別れていましたが、この裁判は、最高裁として初めて統一的な判断枠組を示した判例として重要な意義が
あります。

本件では、①Aさんの知られたくない事実が性犯罪に関するもので、公共の利害に関する事項であったこと、②検索の方法も、Aさんの居
住する県の名称及びAさんの氏名を条件とした場合でなければ検索結果として表示されず、本件事実が広められる範囲は限られていること、



の２点から検索結果の削除が認められませんでした。
つまり、知られたくない事実が本件と異なるもので、検索方法もより単純なもの（例えば、Aさんの氏名のみの検索）で本件事実が検索結
果として表示されてしまうなど事情が異なれば裁判の結果も異なってくる可能性があったのではないでしょうか。

今回の決定により、最高裁としての判断基準は示されましたので、今後は、この判例に従った事例の蓄積が待たれるところです。

弁護士　鴨田譲

相続税節税目的での養子縁組を無効ではないと判断した事案－最
高裁判所第三小法廷平成２９年１月３１日判決

相続税節税目的での養子縁組を無効ではないと判断した事案

１判決の内容
最高裁判所は，「相続税の節税の動機と縁組をする意思とは、併存し得るものである。
したがって，専ら相続税の節税のために養子縁組をする場合であっても，直ちに当該養子縁組について民法
８０２条１号にいう「当事者間に縁組をする意思がないとき」に当たるとすることはできない。」と判断しまし
た。

すなわち，最高裁判所は，「相続税を節税する動機」と親子関係を築くという「縁組をする意思」は併存するため，専ら相続税の節税を
目的とする養子縁組であっても必ずしも無効とは言えないと判断したのです。

２　養子縁組が無効となる場合とは？
前提として，養子縁組が有効であるためには，養子縁組の届出をするだけでは足りず，「縁組をする意思がある」
ことが必要であり，このような意思がない養子縁組は無効となります。

なお，この「縁組をする意思」は，養親になろうとする人と養子になろうとする人に，「養子縁組の届出をする意思」と「親子関係を築
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く意思」があれば認められます。

３　なぜ，今回の場合，養子縁組は無効とならなかったのか？
この裁判は，Ａが自分の長男の子，すなわち，孫であるＢを養子にしたところ，他のＡの子がその養子縁組の無
効を主張したという事件でした。

孫が養子となり，相続人の数が増えることなどによって相続税が減額されることがあります。
養子が養親の相続人となるのは，養子縁組の効果の一つですから，この相続人を増やすという目的は，Ｂとの間に親子関係を築く意思と
両立するものです。

ですので，最高裁判所は，相続税の節税を目的とする縁組であっても直ちに無効とはならないと判断したと思われます。

４　節税目的の養子縁組が無効になることはないのか？
この判決が出たからといって相続税の節税目的の養子縁組が常に無効とならない，というわけではありません。

養親と養子の間に「親子関係を築く意思がなかった」と言えるような他の事情があれば養子縁組が無効となる可能性は十分あります。

この裁判では，そのような事情を認めることができなかったので，ＡとＢの養子縁組が無効とならないと判断されたに過ぎません。

５　まとめ
養子縁組の効力を争いたい場合，大切なのは養親と養子に「親子関係を築く意思があったといえるかどうか」です。
では，どのような事情がある場合に，「親子関係を築く意思」の存在が否定され，養子縁組が無効となるのか。
それは事案によって様々ですので一度当事務所までご相談いただければと思います。

弁護士　鈴木　満
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預金も遺産分割の対象に－最高裁判所大法廷決定平成２８年１２
月１９日

判断のポイント
最高裁判所は、平成２８年１２月１９日に、遺産分割における預貯金に関して、「共同相続された普通預金債権，
通常貯金債権及び定期貯金債権は，いずれも，相続開始と同時に当然に相続分に応じて分割されることはなく，
遺産分割の対象となるものと解するのが相当である。」と判断しました。

コメント

これまでの遺産相続での預金の扱い方
これまで、預貯金に関しては、原則として、それぞれの相続人が、遺産分割協議などをしなくても、それぞれの
相続分に応じて預金の権利を取得することとされていました。
そのため、相続人は、それぞれ、銀行に対して自分の相続分に相当する預貯金の払い戻しを請求する権利を持っ
ていました。

（ただ、実際には、銀行は相続人全員の同意書等がある場合、または裁判所の判決がある場合でないと相続人の払い戻しに応じていませ
んでした。
それでも、相続人は他の相続人と相談しない、単独で、銀行に対して預金の払い戻しを求める裁判をして、銀行から自分の相続分に相当
する遺産の預金を引き出すことができていたのです）。
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これからの遺産相続での預金の扱い方
平成２８年１２月１９日の最高裁判所の決定により、預貯金は遺産分割の対象になり、他の相続人との間での遺
産を分ける話合い（遺産分割協議や遺産分割調停）等をして誰が預貯金の権利を取得するか決めないと、相続人
は銀行などに対して預貯金の払い戻しを請求することができないこととなりました。

具体的なケースへの影響
平成２８年１２月１９日の最高裁判所の決定によって、影響が出るのは、相続人の１人が、相続前に特別
受益と言われる金銭の贈与等を受けていた場合です。

例えば、Ａさんが亡くなり、ＸさんとＹさんが相続人となった事案を例にします。

Ａさんの遺産は土地が１０００万円、預貯金が４０００万円の場合に、Ｘさんが生前にＡさんから５０００万円の贈与を受けていた時で
す。

これまでは、このＸさんがＡさんから贈与された５０００万円が特別受益にあたり、遺産分割で考慮して考えないといけない場合でも、
Ｘさんは２０００万円の預金を銀行に払い戻すことができたのです。
そうすると、遺産の預金の２０００万をＸさんは一人で銀行に請求できるので、Ｘさんは生前にもらった５０００万円に預金の半分の
２０００万円を足した７０００万円を取得できます。
これに対して、仮にＹさんが預金のの折りの２０００万円の他に、遺産の１０００万円の土地を手に入れても、Ｙさんは２０００万円に
１０００万円を足した３０００万円の遺産しか手に入れられません。
この結論はＸさんとＹさんの間でやや不公平です。

これに対して、平成２８年１２月１９日の最高裁判所の決定によれば、Ｘさんが生前にＡさんから贈与を受けた５０００万円を遺産分割
において考慮することになります。
その結果、Ｘさんは遺産分割でＡさんの預金も土地も取得できず、Ｘさんの取得するのは相続前にＡさんから贈与を受けた５０００万円
だけとなります。
これに対して、ＹさんはＡさんの預金４０００万円全額とＡさんの１０００万円の土地を足した合計５０００万円の遺産を取得すること
になります。

その結果、ＸさんとＹさんはＡさんから同じ金額を取得する公平な結論になります。
こういう違いが、平成２８年１２月１９日の最高裁判所の決定により生じたのです。

（弁護士　月岡　　朗）
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【判決速報】貧困ビジネスの違法性を認め、総額約１５８０万円
の損害賠償等を命じる（２０１７年３月１日　さいたま地裁）
生活に困窮した人を施設（無料低額宿泊所）に入所させ、生活保護を申請させて、入所者に劣悪なサービスしか提供せず、生活保護費の大
半を搾取して不当な利益を得ていた貧困ビジネス業者に対し、本日、さいたま地方裁判所は、「生活保護法の趣旨に反し、その違法性は高
い」「最低限度の生活を営む利益を侵害したものとして不法行為が成立する」として、総額約１５８０万円の損害賠償や支払った利用料の
返還を命じる判決を言い渡しました（さいたま地方裁判所第２民事部判決）。

貧困ビジネスについて、生活保護法や社会福祉法の趣旨に反することを正面から認めたものであり、貧困ビジネスの蔓延に歯止めをかける
画期的判決であると評価できます。
厳しい状況の中で、この裁判の原告として立ち上がり最後まで闘い抜かれた原告の方の勇気や誠実さに敬意を表します。埼玉のほか、東京、
千葉、愛知、京都、大阪など各地で貧困問題に取り組む多くの弁護士の支援、協力により獲得された判決です。

判決の概要は次のとおりです。

１　不当利得返還請求
原告A及びBと被告との間の住居・生活サービス契約は、公序良俗に反し無効であるとし、被告に対し、施設利用料の返還を命じた。
以下、理由の一部を抜粋
「被告は、原告らから生活保護費を全額徴収しながら、原告らに対して、生活保護法に定める健康で文化的な最低限度の生活に満たないサー
ビスしか提供せず、その差額をすべて取得していたのであり、かかる被告の行為は、生活保護法の趣旨に反し、その違法性は高いというべ
きである。」
「被告の本件事業は、生活保護費から利益を得ることを目的とし、路上生活者らを多数勧誘して被告寮に入居させ、生活保護を受給させた
上でこれを全額徴収し、入居者らには生活保護基準に満たない劣悪なサービスを提供するのみで、その差額を収受して不当な利益を得てい
たものであり、かかる事業の一環として原告らと被告との間で締結された本件契約は、単に対価とサービスの均衡を欠くばかりか、上記の
とおり生活保護法の趣旨に反して、原告らを生活保護基準に満たない劣悪な環境に置くものであるほか、利用者の人権擁護の必要性から、
第１種社会福祉事業についてその経営主体を原則として国、地方公共団体又は社会福祉法人とし、それ以外の者が経営する場合には都道府
県知事等の許可にかからしめた社会福祉法の趣旨にも反し、原告らが生活に困窮していた状況に乗じて締結させたことなどその経緯や態様
等に照らして、公序良俗に反し、無効というべきである。」

２　不法行為による慰謝料
生活状況、入居期間その他一切の事情を勘案し、被告に対し、慰謝料の支払いを命じた。
以下、理由の一部を抜粋
「上記のとおり、原告らは、被告により、その事業の一環として本件契約を締結させられ、上記認定のような生活保護基準を下回る劣悪な
環境で生活することを余儀なくされていたものであり、被告については、原告らの最低限度の生活を営む利益を侵害したものとして不法行
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為が成立するというべきであり、原告らが主張する各人権は、実質的に同利益に含まれるものとして考慮することが相当である。」

３　安全配慮義務違反
仕事をさせられ、中指切断の障害を負った入所者につき、障害慰謝料、逸失利益、後遺症慰謝料等の賠償を命じた。
以下、理由の一部を抜粋
「被告は、…原告Bに対し、…切断機を用いて電線を切断したり、電線の外側のビニールを剥ぐなどの作業をするように指示していたので
あるから、原告Bとの間で特別な社会的接触の関係に入ったものとして、信義則上、原告Bに対しその生命及び健康等を危険から保護する
よう配慮すべき安全配慮義務を負うところ……、債務不履行に基づく損害賠償責任を負う。」

（弁護士　猪股　正）

【交通事故】後遺障害の等級が１０級から６級に

【交通事故】後遺障害の等級が１０級から６級に、４級上がった事件（２０１２年）－担当
医の協力を得て、異議申立て

後遺障害の等級が１０級から６級に上がったケースについて、ご紹介します。

当初、依頼者の方は、「左手関節」の可動範囲が２分の１以下に制限されたとして、「１０級１０号」に該当すると判断されました。

しかし、この方の左手指の可動範囲も大幅に制限されていたので、おかしいという疑問を抱きました。障害系列表によると、部位、器質
的障害・機能的障害の別に基づき、系列区分を３５に分け、別系列に複数の後遺障害が認められた場合、併合等級として等級が１級以上、
上がることになっています。

この方の件では、担当医の適切なアドバイスに基づき、異議の申し立てをしたところ、左手関節（上肢）だけでなく、左手指（手指）に
も機能障害が認められたことにより、最終的に６級相当の後遺障害が認定され、保険金が５倍近くに増加しました。

（弁護士　伊須慎一郎）
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